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企業会計基準委員会御中 
 

企業会計基準公開草案第 23 号「資産除去債務に関する会計基準（案）」及び  
企業会計基準適用指針公開草案第 27 号「資産除去債務に関する会計基準の適用指針（案）」

に対する意見書 
 

社団法人不動産証券化協会 
 

担当者：長沼、中村、伊澤、森田 
 
標題の件につきまして、下記の通り、意見を取りまとめましたので、ご高配を賜りますよう、

お願い申し上げます。 
 

記 
 
「資産除去債務に関する会計基準（案）」（以下「会計基準（案）」という）27項によれば、

「企業が所有する有形固定資産に特定の有害物質が使用されており、有形固定資産を除去する

際に当該有害物質を一定の方法により除去することが、法律等により義務付けられている場合

がある。（中略）将来、有形固定資産の除去時点で有害物質の除去を行うことが不可避的であ

るならば、現時点で当該有害物質を除去する義務が存在しているものと考えざるを得ない。こ

のため、有形固定資産自体を除去する義務はなくとも当該有形固定資産に使用されている有害

物質自体の除去義務は資産除去債務に含まれる（後略）」とされている。 

ここで、上記のケースにおいて、当該有形固定資産の解体等除去の履行時期が明確でない場

合は会計基準（案）5項の「合理的に見積ることができない場合」に相当することを確認した

い。 
 

以上 
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